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１．はじめに 

 

これまで行政は、水害リスクの軽減を目指してダムや

堤防などの施設整備を進めてきた。しかしながら、物的

な施設整備で対応しうる外力の規模には限界があり、常

に計画規模を超えるような水害リスクは存在する。また、

計画通りに施設整備が完了している河川は少なく、多く

が未だ整備途上にある。このような状況下では、施設整

備のみによって水害リスクに対応するべきではなく、む

しろ施設整備による限界を認識した上で、総合的な水害

リスク管理の方策を用いていくことが重要である。その

ためには、従来通り行政の公助のみによって水害リスク

管理を行うのではなく、地域住民自らが水害リスク管理

の主体となり、行政や関係機関と連携して、自助・共助

の方策を実施していくことが必要である。 

地域住民が水害リスク管理の方策を実施していくには

防災意識の向上と、水害リスクとその管理方策に関する

知識の獲得が重要である。そこで本研究は、地域コミュ

ニティにおける水害リスクコミュニケーションの支援を

目的として、GIS を利用した情報処理システムの構築を

行った。本研究では、コミュニティレベルの水害リスク

管理に関するワークショップを水害リスクコミュニケー

ションとしてとらえる。構築した支援システムは、地域

や個人が直面する水害リスクを可視化し、その様々な管

理方策について提案し、その効果を提示する。そして地

域住民自らがそれらの機能を用いて、種々のリスク管理

方策について検討を行うことができる。リスクコミュニ

ケーションにおいて地域住民は、支援システムを用いた

作業や議論のプロセスを通じて防災意識を高め、自らが

とりうる代替的な水害リスク管理の方策について考える 
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ことができる。 
 

２．コミュニティレベルの水害リスク管理 

 

 豪雨や河川氾濫という自然現象が洪水災害となるには、

少なくとも氾濫というハザードに曝される人口・資産

（エクスポージャ）が存在し、それが災害に対して脆弱

性が高い（ヴァルナラビリティ）という要件の成立が必

要である。伝統的には、洪水を安全に流下させ、氾濫を

防ぐという考え方に従って洪水防御施設が整備されてき

た。しかしながら計画外力を超えるような超過外力は発

生し得る。被害を実際に受けるのは地域の住民や企業の

活動の結果形成された人口・資産であり、その水害リス

クに対する脆弱性をゼロにするような完全な制御が可能

でない以上、水害リスクの管理に際してエクスポージャ

やヴァルナラビリティの管理を積極的に念頭に置く必要

がある。図－１は洪水リスク管理の方策としてとり得る

代替的な手段を示したものである。洪水リスク管理の手

段は大別して、リスクコントロールとリスクファイナン

スに分類できる。 
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図－１ リスクマネジメントの手段 

 

 エクスポージャの管理まで視野に入れれば、土地利用

規制や都市計画といったリスクの回避・予防手段も考慮

する必要がある。コミュニティレベルにおいては、ミク

ロな土地利用の規制や避難体制の確立、保険等によるリ

スク移転が視野に入れられなければならない。 

 近年は都市計画においても住民発意に基づいて地区計

画が可能となり、制度的基盤も整いつつある。災害リス

クを考慮したうえで土地利用や建物環境を選択し、災害



に対する社会的な備えを向上しうる能力を獲得する機会

を提供することが重要である。この意味で、複数の施設

の管理者や住民をステークホルダーとし、NPOや大学が

その仲介役となって水害リスク管理方策を、参加型のア

プローチに従って選択していくことが重要である。そし

てそのための場として、コミュニティレベルの水害リス

クコミュニケーションが有効であると考える。 

 

３．災害リスクコミュニケーション 

 

 現在リスクコミュニケーションの基本的な考え方とし

ては、米国のNational Research Councilによる定義が

一般的である。1）その構造は、リスクアセスメントの役

割とその技術を持つ専門家がリスクメッセージの送り手

として住民に情報を提供し、住民からの意見や反応とい

ったフィードバックを待つというものである。しかしな

がらこの定義に従う一般的なリスクコミュニケーション

の構造が、コミュニティにおける事前対応型の防災にお

いて成り立つとは限らない。吉川2）によるとリスクコミ

ュニケーションとは個人、機関、集団間での情報や意見

のやり取りの相互作用的過程であるとされ、参加者の情

報共有やリスクに関する理解水準向上を通して、リスク

を軽減する方策を得ることを目的とした、参加型リスク

マネジメントに用いられる手段である。本研究において

は、行政や水害リスクの専門家によって提供される水害

リスク情報に基づいて、地域住民が自らとれる水害リス

ク管理の様々な方策について話し合い、意思決定を行う

場としてのワークショップを、災害リスクコミュニケー

ションの一過程として捉える。 

 

４．リスクコミュニケーション支援ツール 

 

 2001年7月改正水防法により、浸水想定区域図の作成

による洪水ハザードマップの公開が多くの自治体によっ

てなされている。洪水ハザードマップは水害リスクやそ

の軽減策に関する情報を住民に提供するという意味にお

いてリスクコミュニケーションツールと考えることがで

き、その効果が指摘されているが、3）言うまでもなく紙

メディアに搭載できる情報は限られ、多くの場合複数の

想定浸水深を重ね合わるといった表現方法が採用されて

いる。水害リスクは破堤地点と確率降雨の組み合わせに

よる複数のシナリオによって規定され、この表現では水

害リスクを適切に認知できるとは考えにくい。また、水

害の際に住民が実際にとれる最大のリスク軽減策である

避難について考えると、シナリオによって違う浸水状況

に合わせて、避難場所や避難経路が選択されるべきであ

る。さらに、認識率の低さや紛失といったコンテンツ以

前の問題も指摘されている。4）以上より洪水ハザードマ

ップは、地域住民が自らの直面する水害リスクについて

理解し、そして制御・移転するためのツールとして十分

であるとは考えにくい。 

 そこで本研究では、破堤地点と確率降雨の組み合わせ

による浸水シナリオのカタログを持つ、GISベースの情

報処理システムを構築した。シナリオに基づくシミュレ

ーションを用いた防災教育ツールとして片田ら5）による

研究が挙げられるが、一方通行的な教材といった性格が

強く、地域住民がリスク管理方策について議論し、試行

錯誤することを通じて意思決定することを目的としたも

のではない。また、住民が取りうるリスク管理方策を総

合的に扱ったものとはいえない。 

 以上を踏まえて、本研究において構築した支援システ

ムはユーザとして地域住民を想定し、その水害リスク管

理を支援する。そしてそのための機能として、多様な浸

水シナリオを考慮した水害リスクの可視化と、自由度の

高い水害リスク管理方策の検討機能を有する。 

 

５．支援システムの構築 

 

（１）支援システムの概要 

本支援システムは、別途作成された氾濫シミュレーシ

ョン結果である降雨生起確率、及び氾濫形態（内水氾濫

／破堤氾濫）別に、50 ｍメッシュ単位ごとの空間に対

して導出された時系列浸水深データを持つ。洪水シミュ

レーションモデルにおいては降雨や破堤といった不確実

性が大きく、シナリオの数が多数に上り、想定すべき代

替案の数も極めて大きなものとなる。そのため支援シス

テムは、図－２に示すとおり生起確率と破堤地点をキー

とした多数の浸水シナリオの集合であるカタログを持ち、

シナリオ毎に時系列浸水深を管理している。 
システムは想定される浸水状況の表示，個々の住民

（住宅）の直面している水害リスク状況（リスクカー

ブ）の表示，及び避難行動を検討する為の情報の表示，

という３つの機能を持つ。 
そしてこれらの機能を実現する為に，浸水深以外のデ

ータとして建築物に関するデータを入手した。これは位

置，形状，高さといった空間的な属性と，一般家屋・高

層集合住宅・病院あるいは学校といった用途に関する属

性を保有している。 
また各機能の計算にあたっては，（社）日本損害保険協

会6）と，建設省河川局7）の資料を参考にした。 
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図－２ 支援システムの構造 

 

（２）各機能の詳細 

 a) 浸水状況の表示機能 

この機能は、地域全体あるいは地域内の任意の地点に

おいて、浸水の状況をディスプレイに表示する。 
具体的には、図－３のように、浸水シナリオ及び破堤地

点（破堤シナリオの場合）を任意に選択することにより、

当該シナリオにおける浸水深を、地図画面上の色分けと

して表現しながら、浸水状況を時系列にしたがってアニ

メーション表示することができる。これにより、住民が

地域の浸水状況を想像できるようになると考える。 
 

 

図－３ 浸水状況のアニメーション表示 

 

 b）個別家屋の水害リスクの状況（リスクカーブ）表

示機能 

この機能は、個別の家屋において直面している水害リ

スクの状況を表示し、さらにその水害リスクを軽減しう

る保険加入、家財移転などの減災行動のオプションを提

示し、その効果を表示することができる。 
具体的には、図－４のように、まず任意に家屋を選択

し、図－５のように、家屋ごとに任意に入力される資産

の情報から家屋及び保有する資産額を概算する。家屋自

体の資産額は現在のシステムでは画面左上に表示されて

いるが、選択された家屋の形状から面積を算出し、それ

に面積当たりの建築費単価を掛けることで算出される。

また、保有家財の額は代表的な家財については、所有す

る数を入力することでその標準単価との乗算により算出

され、それ以外の財については、年収と対応した標準的

な額を当てはめることとする。勿論それらの標準的な範

疇にない財については任意に入力も可能である。なお、

代表的な家財については家屋におけるそれらの位置を設

定することができ、その様子は図－５における中央に示

される家屋断面図に表示される。これらの機能は画面左

～右下の部位に実装されている。次にその家屋と空間的

に重なるシナリオ別浸水深データを元に、浸水深と被害

率の対応表からその家屋の浸水シナリオ別の被害額を導

出し、浸水シナリオの生起確率と対応するグラフ、すな

わちリスクカーブとして表示する機能を実装している。

浸水シナリオ別の被害額の表示は画面中央の枠内に、グ

ラフ表示は画面上の領域に描画される。 

これらの機能により、まず個々の住民がどの程度の資

産を保有しているのか、ということを自覚できよう。次

に、どれほどの被害にあうのかということを具体的な数

値（金額）で示すことにより、直面しているリスクにつ

いて具体的に認識できるようになると思われる。 

 

 

図－４ 個別家屋の選択 
 

 

図－５ リスクカーブ及び家屋断面の表示 



さらに支援システムは、住民が行うリスク軽減方策の

提示と、それによるリスク軽減効果を表示する機能を持

つ。その軽減策の１つとして、家財の配置見直しが挙げ

られる。ユーザは水害の際の浸水深を念頭に、家財の配

置を見直し、シナリオごとの浸水深と家財の配置の関係

を図－５に示した家屋断面図において確認することがで

きる。この機能によって、家財に対する水害リスクを直

感的に理解することができ、その軽減方策についても検

討することができるようになる。 

システムが支援するもう１つの水害リスク軽減方策と

して、保険の加入が挙げられる。本システムは図－６の

ように、この水害リスクの状況を表示した画面に、保険

を導入することでカバーされる被害についての表示を行

う機能を持つ。水害に対する保険は風災と異なり、損害

の小さい領域では小額のステップでその支払い額が増加

し、ある程度以上の損害に対しても支払い割合は７０％

に留まるといった特性を持つ。また、水害のみを担保と

した単独の保険は無いので、比較の為に水災を担保する

住宅総合保険とそうでない火災保険の概算およびその差

を、計算に利用する。そして保険による支払い額のグラ

フをリスクカーブと重ねることにより、その効果につい

て確認することができる。リスクカーブは保険の加入に

よってより安全にシフトし、この表示によって保険によ

る被害軽減をユーザに示すことができる。 

 

 c）避難計画支援機能 

 

 この機能によってユーザは、避難場所を選択し、避難

経路を設定することができる。システムには行政による

指定避難場所と併せて、民間の建物であっても水害に耐

えうるものが統合され、選択することができる。またユ

ーザは、避難開始時刻を設定することができ、時系列浸

水深データと併せて、避難の安全性を検証することがで

きる。 

 

６．おわりに 

  

前述の通り本支援システムの目的は、コミュニティレ

ベルの水害リスク管理を念頭においた、ワークショップ

における稼動によって、地域住民が自治体や関係諸機関

と連携しながら、自ら水害リスク軽減方策を実施するこ

とを支援することである。前章にあるとおり、システム

の各機能は概ね実装段階にあり、現在地域におけるシス

テムの稼動を目指して、準備作業を進めている。 
 愛知県においては県河川課を通じて、関連流域市町村

への本システムを用いたワークショップに関する説明の

検討を始めており、ワークショップ開催へ向けて調整が

進んでいる状況にある。今後地域におけるワークショッ

プにおいて、実際に地域住民にこのシステムを使用して

もらい、支援システムによる防災意識向上の効果を測定

する。 
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